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１．立地適正化計画で定める区域について 
１）都市機能誘導区域及び居住誘導区域 
立地適正化計画では、次のとおり都市機能誘導区域と居住誘導区域を定めています。 

区域  概要 

立地適正化計画区域 都市計画区域全域が対象区域 

都市機能誘導区域  
医療・福祉・商業など都市の機能を集積することで生活を支えるサー

ビスを提供する区域 

居住誘導区域  
人口の集積を維持することで都市の機能の集積を支え、車に頼りすぎ

ないライフスタイルの受け皿となりうる区域 

都市機能誘導区域及び居住誘導区域は下図のとおりです。 

なお、詳細な区域等については都市計画課の窓口でご確認ください。 
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２）詳細図（国分・隼人市街地周辺） 
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２．誘導施設の整備等に係る届出について 

１）届出制度の目的 
次の目的のため、都市再生特別措置法に基づく届出制度を運用します。 

①都市機能誘導区域外における、誘導施設の立地動向の把握 

②都市機能誘導区域内における、誘導施設の休止又は廃止状況の把握 

 

２）誘導施設 
 届出の対象となる誘導施設は、下表のとおりです。 
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３）届出の対象となる行為 
以下の行為を行う場合には届出が必要です。 

項目  内容 

開発行為  
都市機能誘導区域外で、誘導施設を有する建築物の建築目的の開発

行為を行おうとする場合 

建築行為等  

都市機能誘導区域外で、以下の建築行為等を行おうとする場合 

①誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

②建築物を改築し誘導施設を有する建築物とする場合 

③建築物の用途を変更し誘導施設を有する建築物とする場合 

休止又は廃止  
都市機能誘導区域内で、誘導施設を休止し、又は廃止しようとする

場合 

※既に届出を行った開発行為、建築行為等を変更する場合も届出が必要です。 

※開発行為と建築行為等が一体の場合でも、開発行為と建築行為等それぞれに届出が必要です。 

 

４） 手続の流れ 
①誘導施設を有する建築物を整備する場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開発行為、建築行為等の着手

都市機能誘導区域外 都市機能誘導区域内

誘導施設を有する建築

物に係る開発行為、

建築行為等の場合

工事着手の30日前まで

に届出（事前に相談）

左記に該当しない場合

又は立地適正化区域外

届出不要

届出が必要

届出不要
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②誘導施設を休止又は廃止する場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■都市機能誘導区域と誘導施設の関係について（例：病院） 

 

 

 

 

 

 

■行為を行おうとする区域の一部が都市機能誘導区域にまたがる場合も届出が必要です。 

      【開発行為・建築行為】             【休止又は廃止】 

 

 

 

 

 

５）届出を要しない行為 
 次の行為については、届出は必要ありません。（都市再生特別措置法第 108 条第 1 項、 都市再生

特別措置法施行令第 42・ 43 条） 

○誘導施設を有する建築物で仮設のものの建築の用に供する目的で行う開発行為 

○誘導施設を有する建築物で仮設のものの新築 

○建築物を改築し、又はその用途を変更して誘導施設を有する建築物で仮設のものとする行為 

○非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

○都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行為 

都市機能誘導区域外 都市機能誘導区域内

誘導施設を休止又は廃止す

る場合
左記に該当しない場合

届出が必要

休止又は廃止の30日前まで

に届出（事前に相談）
届出不要届出不要

休止又は廃止の着手

都
市
機
能
誘
導
区
域 

都
市
機
能
誘
導
区
域 

届出不要 

届出不要 

届出必要 

届出必要 

届出必要 

届出必要 

都市機能誘導区域内での

誘導施設を有する開発又

は建築行為は届出不要 

立地適正化計画区域内で

都市機能誘導区域外に誘

導施設を有する開発又は

建築行為は届出必要 

立地適正化計画区域外の

行為は不要 
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３．住宅開発等に係る届出について 

１）届出制度の目的 
次の目的のため、都市再生特別措置法に基づく届出制度を運用します。 

〇居住誘導区域外における、住宅開発等の動きの把握 

 

２）届出の対象となる行為 
以下の行為を行う場合には届出が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ここでいう住宅とは、 一戸建ての住宅、⾧屋、共同住宅、兼用住宅等を指します。詳しくは、建築

基準法における住宅の取扱いを参考にしてください。 

※既に届出を行った開発行為、建築行為等を変更する場合も届出が必要です。 

※開発行為と建築行為等が一体の場合は、開発行為と建築行為等それぞれに届出が必要です。 
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３）手続の流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■区域の一部が居住誘導区域にまたがる場合も届出が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

４）届出を要しない行為 
以下の行為については、届出は必要ありません。（都市再生特別措置法第 88 条、都市再生特別措置

法施行令第 34・ 35 条） 

○住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に供するものの建築の用に供する目的で行う 

開発行為 

○住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に供するものの新築 

○建築物を改築し、又はその用途を変更して住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に

供するものとする行為 

○非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

○都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行為 

 

 

居住誘導区域内 居住誘導区域外

２）で示した規模の開発行

為、建築行為
左記に該当しない場合

又は立地適正化区域外

届出が必要

休止又は廃止の30日前まで

に届出（事前に相談）
届出不要届出不要

開発行為、建築行為等の着手

居
住
誘
導
区
域 

届出不要 

届出必要 

届出必要 
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４．届出書類と記入例について 

１）誘導施設の整備等に係る届出 
届出が必要となる開発行為・建築行為等を行う場合には、次の表のとおり対象行為ごとに定められた

書類を行為着手の 30 日前までに都市計画課へ提出してください。 

※届出手続きを代理人に委任する場合は、委任状を添付してください。 

 
２）住宅開発等に係る届出 

届出が必要となる開発行為・建築行為等を行う場合には、 次の表のとおり対象行為ごとに定められ

た書類を行為着手の 30 日前までに都市計画課へ提出してください。 

対象行為 開発行為 建築行為等 届出内容変更 

届出書様式 

様式第 10 

P１３ 

記入例５ 

様式第 11 

P１４ 

記入例６  

様式第 12 

P１５ 

記入例７  

添付書類 

○位置図(1/2,500～1/10,000 程度) 

○計画平面図(1/1,000 以上) 

○土地利用計画図(1/100 以上) 

○予定建築物の内容が分かる資料 

○位置図(1/2,500～1/10,000 程度) 

○付近見取図(1/2,500 以上) 

○配置図(1/100 以上) 

○立面図(1/50 以上)２面以上 

○各階平面図(1/50 以上) 

開発行為・建築行為等の添付

書類と同様 

提出部数 １ 部 １ 部 １ 部 

※届出手続きを代理人に委任する場合は、委任状を添付してください。 

対象行

為 
開発行為 建築行為等 届出内容 変更 休止又は廃止 

届出書

様式 

様式第 18 

P９ 

記入例１  

様式第 19 

P１０ 

記入例２  

様式第 20 

P１１ 

記入例３  

様式第 21 

P１２ 

記入例４  

添付 

書類 

○位置図(1/2,500～1/10,000 程度) 

○計画平面図(1/1,000 以上） 

○土地利用計画図(1/100 以上) 

○予定建築物の内容が分かる資料 

○位置図(1/2,500～1/10,000 程度) 

○付近見取図(1/2,500 以上) 

○配置図(1/100 以上) 

○立面図(1/50 以上）２面以上 

○各階平面図(1/50 以上） 

開発行為・建築 

行為等の添付書類

と同様 

○位置図(1/2,500～1/10,000 程度) 

○付近見取図(1/2,500 以上) 

○配置図(1/100 以上） 

提出 

部数 
１ 部 １ 部 １ 部 1 部 
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３）記入例 
記入例１ 誘導施設に係る開発行為の届出に関する様式 

様式第 18（都市再生特別措置法施行規則第 52 条第 1 項第 1 号関係） 

 

開発行為届出書 
 

 

都市再生特別措置法第 108 条第 1 項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け出ます。 

 

 令和●年●月●日 

 

霧島市⾧ 殿 

 

届出者住所 霧島市●●町●丁目●ʷ● 

   氏名 霧島 太郎                 

 

開

発

行

為

の

概

要 

1 開発区域に含まれる地域の名称 霧島市●●町●●番●●号 

2 開 発 区 域 の 面 積 ５,000 平方メートル 

3 建 築 物 の 用 途 
大規模小売店舗 

（店舗面積 1,000 ㎡以上） 

4 工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 令和●年●月●日 

5 工 事 の 完 了 予 定 年 月 日 令和●年●月●日 

6 そ の 他 必 要 な 事 項 （誘導施設以外の用途がある場合その用途と面積） 

連絡先  

〇〇設計事務所  

氏名：〇〇 〇〇 

TEL：●●ʷ●●―●● 

共同住宅 1,500 ㎡ 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

 

（添付書類） 

○位置図（1/2,500～1/10,000 程度） 

○計画平面図（縮尺 1/1,000 以上） 

○土地利用計画図（縮尺 1/100 以上） 

○予定建築物の内容が分かる資料 

 

届出は行為着手の 

30 日前まで 

本手引き P３の誘導施設のうち

いずれか該当する名称を記入 
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記入例２ 誘導施設の建築行為等の届出に関する様式 
様式第 19（都市再生特別措置法施行規則第 52 条第 1 項第 2 号関係） 

 

誘導施設を有する建築物を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して誘導施設を有する建築物とする行

為の届出書 
 

都市再生特別措置法第 108 条第 1 項の規定に基づき、 

誘 導 施 設 を 有 す る 建 築 物 の 新 築 

建築物を改築して誘導施設を有する建築物とする行為      について、下記により届け出ます。 

建築物の用途を変更して誘導施設を有する建築物とする行為 

 

 令和●年●月●日 

 

霧島市⾧ 殿 

 

届出者住所 霧島市●●町●丁目●ʷ● 

   氏名 霧島 太郎             

 

1 建築物を新築しようとする土地又は改

築若しくは用途の変更をしようとする建

築物の存する土地の所在、地番、地目及び

面積 

土地の所在： 霧島市●●町●番 

地目： 宅地 

面積： 5,000 ㎡ 

2 新築しようとする建築物又は改築若し

くは用途の変更後の建築物の用途 
病院 

3 改築又は用途の変更をしようとする場

合は既存の建築物の用途 
寄宿舎 

4  その他必要な事項 

行為の着手予定年月日：令和●年●月●日 

行為の完了予定年月日：令和●年●月●日 

誘導施設以外の用途がある場合その用途と面積 

共同住宅 1,500 ㎡ 

連絡先：〇〇設計 氏名〇 〇 連絡先●●ʷ●●ʷ●● 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

（添付書類） 

○位置図（1/2,500～1/10,000 程度） 

○付近見取図（縮尺 1/2,500 以上）に行為を行う土地を明示 

○配置図（縮尺 1/100 以上）敷地内における建築物の位置を表示 

○建築物の２面以上の立面図（縮尺 1/50 以上） 

○各階平面図（縮尺 1/50 以上） 

 

届出は行為着手の 

30 日前まで 

該当するものを囲んで

ください 

本手引き P３の誘導施設のうち

いずれか該当する名称を記入 



~ 11 ~ 

記入例３ 誘導施設に係る開発行為・建築行為等の届出内容の変更届出に関する様式 
様式第 20（都市再生特別措置法施行規則第 55 条第 1 項関係） 

 

行為の変更届出書 

 

  令和●年●月●日 

霧島市⾧ 殿 

 

届出者住所 霧島市●●町●丁目●ʷ● 

   氏名 霧島 太郎  

    

 都市再生特別措置法第 108 条第 2 項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記により届け出ます。 

 

記 

 

1 当初の届出年月日    令和●年●月●日 

2 変更の内容 

内   容 変 更 前 変 更 後 

面積 5,000 ㎡ 5,200 ㎡ 

3 変更部分に係る行為の着手予定日    令和●年●月●日 

4 変更部分に係る行為の完了予定日    令和●年●月●日 

 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

 

（開発行為の場合の添付書類） 

○位置図（1/2,500～1/10,000 程度） 

○計画平面図（縮尺 1/1,000 以上） 

○土地利用計画図（縮尺 1/100 以上） 

○予定建築物の内容が分かる資料 

（建築等行為の場合の添付書類） 

○位置図（1/2,500～1/10,000 程度） 

○付近見取図（縮尺 1/2,500 以上）に行為を行う土地を明示 

○配置図（縮尺 1/100 以上）敷地内における建築物の位置を表示 

○建築物の２面以上の立面図（縮尺 1/50 以上） 

○各階平面図（縮尺 1/50 以上） 

 

届出は行為着手の 

30 日前まで 

表形式で変更内容を

分かりやすく記載 
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記入例４ 誘導施設の休止又は廃止の届出に関する様式 
様式第 21（都市再生特別措置法施行規則第 55 条の 2 関係） 

 

誘導施設の休廃止届出書 

 

令和●年●月●日 
 

霧島市⾧ 殿 

 

届出者住所 霧島市●●町●丁目●ʷ● 

   氏名 霧島 太郎                 

                      TEL  ●●ʷ●●ʷ●● 

 

都市再生特別措置法第 108 条の 2 第 1 項の規定に基づき、誘導施設の（休止・廃止）について、下記

により届け出ます。 

 

1 休止（廃止）しようとする誘導施設の名称、用途及び所在地 

名 称 ●●スーパー 

用 途 大規模小売店舗（面積：5,000 ㎡） 

所在地 霧島市●●町●●番地 

 

2 休止（廃止）しようとする年月日     令和●年●月●日 

 

3 休止しようとする場合にあっては、その期間     年  月まで 

 

4 休止（廃止）に伴う措置 

(1)休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がある場合、予定される当該建築物の用途 

自社の倉庫 

(2)休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がない場合、当該建築物の存置に関する事項 

 （存置する場合）使用について決まるまで、適切に管理する 

 （除却する場合）除却予定時期：●年●月●日 

         跡地については、売却予定 

注 1 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

注２ 4(2)欄には、当該建築物を存置する予定がある場合は存置のために必要な管理その他の事項について、当該建

築物を存置する予定がない場合は当該建築物の除却の予定時期その他の事項について記入してください。 

 

 

 

届出は行為着手の 

30 日前まで 

本手引き P３の誘導施設のうち

いずれか該当する名称を記入 

大規模繰店舗は店舗面積も記入 

いずれか該当する措置について

具体的に記入 

下記の注２を踏まえ、存置する場合と

除却する場合とでかき分ける 
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記入例５ 住宅に係る開発行為の届出に関する様式 
様式第 10（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第 1 項第 1 号関係） 

 

開発行為届出書 
 

 

都市再生特別措置法第 88 条第 1 項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け出ます。 

 

   令和●年●月●日 

 

霧島市⾧ 殿 

 

届出者住所 霧島市●●町●丁目●ʷ● 

   氏名 霧島 太郎 

 

開

発

行

為

の

概

要 

1 開発区域に含まれる地域の名称 霧島市●●町●●番地 

2 開 発 区 域 の 面 積 ５,000 平方メートル                

3 住 宅 等 の 用 途 
例１）戸建て住宅 ５区画 

例２）共同住宅 ３戸 

4 工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 令和●年●月●日 

5 工 事 の 完 了 予 定 年 月 日 令和●年●月●日 

6 そ の 他 必 要 な 事 項  

連絡先 

〇〇設計事務所  

氏名：〇〇 〇〇 

TEL：●●ʷ●●―●● 

従前地目：田、畑 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

 

（添付書類） 

○位置図（1/2,500～1/10,000 程度） 

○計画平面図（縮尺 1/1,000 以上） 

○土地利用計画図（縮尺 1/100 以上） 

○予定建築物の内容が分かる資料 

 

 

届出は行為着手の 

30 日前まで 

戸数・区画数も記入 

開発前の地目、その他必

要な事項を記入 



~ 14 ~ 

記入例６ 住宅の建築行為等の届出に関する様式 
様式第 11（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第 1 項第 2 号関係） 

 

住宅等を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して住宅等とする行為の届出書 
 

都市再生特別措置法第 88 条第 1 項の規定に基づき、 

住 宅 等 の 新 築 

建 築 物 を 改 築 し て 住 宅 等 と す る 行 為  について、下記により届け出ます。 

建 築 物 の 用 途 を 変 更 し て 住 宅 等 と す る 行 為 

 

   令和●年●月●日 

 

霧島市⾧ 殿 

 

届出者住所 霧島市●●町●丁目●ʷ● 

   氏名 霧島 太郎 

 

1 住宅等を新築しようとする土地又は改

築若しくは用途の変更をしようとする建

築物の存する土地の所在、地番、地目及び

面積 

土地の所在：霧島市●●町●●番地 

地目： 宅地 

面積： 3,000 ㎡ 

2 新築しようとする住宅等又は改築若し

くは用途の変更後の住宅等の用途 

例１）戸建て住宅 ５区画 

例２）共同住宅 ３戸 

3 改築又は用途の変更をしようとする場

合は既存の建築物の用途 
旅館 

4  その他必要な事項 

行為の着手予定年月日：令和●年●月●日 

行為の完了予定年月日：令和●年●月●日 

連絡先：〇〇設計 氏名〇 〇 連絡先●●ʷ●●ʷ●● 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

 

（添付書類） 

○位置図（1/2,500～1/10,000 程度以上） 

○付近見取図（縮尺 1/2,500 以上）に行為を行う土地を明示 

○配置図（縮尺 1/100 以上）敷地内における建築物の位置を表示 

○建築物の２面以上の立面図（縮尺 1/50 以上） 

○各階平面図（縮尺 1/50 以上） 

 

該当するものを囲んで

ください 

届出は行為着手の 

30 日前まで 

戸数・区画数も記入 
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記入例７ 住宅に係る開発行為・建築行為等の届出内容の変更届出に関する様式 
様式第 12（都市再生特別措置法施行規則第 38 条第 1 項関係） 

 

行為の変更届出書 

 

  令和●年●月●日 

霧島市⾧ 殿 

 

届出者住所 霧島市●●町●丁目●ʷ● 

   氏名 霧島 太郎 

 

 都市再生特別措置法第 88 条第 2 項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記により届け出ます。 

 

記 

 

1 当初の届出年月日   令和●年●月●日 

2 変更の内容 

内   容 変 更 前 変 更 後 

住宅用地区画数 20 区画 

（面積；3,500 ㎡） 

18 区画 

（面積：3,000 ㎡） 

3 変更部分に係る行為の着手予定日    令和●年●月●日 

4 変更部分に係る行為の完了予定日    令和●年●月●日 

 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

 

（開発行為の場合の添付書類） 

○位置図（1/2,500～1/10,000 程度以上） 

○計画平面図（縮尺 1/1,000 以上） 

○土地利用計画図（縮尺 1/100 以上） 

○予定建築物の内容が分かる資料 

 

（建築等行為の場合の添付書類） 

○位置図（1/2,500～1/10,000 程度） 

○付近見取図（縮尺 1/2,500 以上）に行為を行う土地を明示 

○配置図（縮尺 1/100 以上）敷地内における建築物の位置を表示 

○建築物の２面以上の立面図（縮尺 1/50 以上） 

○各階平面図（縮尺 1/50 以上） 

届出は行為着手の 

30 日前まで 

表形式で変更内容を

分かりやすく記載 
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５．霧島市立地適正化計画に関する Q＆A 

Q A 

立地適正化計画書はどこで確認で

きますか。 

都市計画課窓口で確認できます。また、霧島市ホームページでも公開していま

す。 

立地適正化計画概要書はどこで確

認できますか。 

都市計画課窓口で確認できます。また、霧島市ホームページでも公開していま

す。 

立地適正化計画区域はどこで確認

できますか。 

立地適正化計画区域は都市計画区域内の全域となります。 

都市計画課窓口で確認できます。おおまかな都市計画区域は霧島市ホームペー

ジで公開しています。 

詳細な都市計画区域は都市計画課の窓口でご確認ください。 

都市機能誘導区域・居住誘導区域

はどこで確認できますか。 

都市計画課窓口で確認できます。都市計画課へ確認したい地番をお問い合わせ

ください。おおまかな区域は霧島市ホームページで公開しています。 

詳細な区域は都市計画課の窓口でご確認ください。 

霧島市内のハザードマップはどこ

で確認できますか。 

霧島市ホームページ内の霧島市ハザードマップで確認できます。 

都市機能誘導施設はどこで確認で

きますか。 

都市計画課窓口で確認できます。また、霧島市ホームページで公開していま

す。 

都市計画区域外では届出は必要で

すか。 

都市計画区域外は立地適正化計画区域外となるため、届出は必要ありません。 

届出を行う義務があるのは誰です

か。 

開発行為の届出は開発行為者に届出義務があります。 

建築等行為の届出は建築主に届出義務があります。 

代理者が届出の手続きを行うこと

は可能ですか。 

委任を受けた代理者が手続きを行うことは可能です。委任状が必要です。 

届出書の様式はどこで手に入りま

すか。 

都市計画課窓口で配布しています。また、霧島市ホームページからダウンロー

ドができます。 

届出書は押印が必要ですか。 届出書及び委任状の押印は不要です。 

届出書は何部必要ですか。 １部必要です。 

２部提出され１部の返却を希望される場合、受付印をついて１部お返ししま

す。 

切手等を貼った返信用封筒等を提出されるか、窓口で受取をお願いします。 

郵送による届出は可能ですか。 可能です。受付日は郵便物が市役所に到着した日となりますので、郵送時期に

注意ください。 

届出した場合、市から受理書等は

発行されますか。 

受理書等の発行は行っていません。受理されたことが判るものが必要であれ

ば、届出書を２部（本来１部提出）ご用意いただき、受理後に受付印を押印し

た届出書を返却致します。 
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Q A 

届出の目的は何ですか。 居住誘導区域外における開発行為等の動きや都市機能誘導区域外における誘導

施設の立地動向を把握するとともに、本市のまちづくりの方向性を市民や事業

者の方に周知するために行うものです。 

令和６年３月 31 日までに開発行

為・建築行為等に着手する場合、

届出は必要ですか。 

届出は不要です。 

令和６年４月中に開発行為・建築

行為等に着手する場合、届出は必

要ですか。 

令和６年４月１日に届出が必要です。 

届出対象となる行為の敷地が誘導

区域の内外にまたがる場合、届出

は必要ですか。 

届出対象となる行為の敷地の一部が誘導区域外にある場合は、区域外の部分に

ついて届出対象になるか判断が必要です。 

開発行為と建築行為等を一体的に

行う場合、それぞれの届出が必要

ですか。 

開発行為と建築行為等それぞれについて届出対象となるか判断が必要です。 

届出対象となる行為で届出をしな

い場合はどうなりますか。 

届出をしない又は虚偽の届出をして開発行為等を行った場合は、30 万円以下の

罰金に処せられることがあります（都市再生特別措置法第 130 条）。 

開発行為とはどのようなものです

か 。 

都市計画法第４条第 12 項に規定する開発行為です。主として建築物の建築又

は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更を指しま

す。 

仮設建築物は届出対象になります

か。 

仮設建築物は届出対象になりません。期間限定の催し物等において、一時的に

誘導施設の用途となる場合も対象となりません。また、仮設のための開発行為

も同様です。 

届出対象となる住宅とはどのよう

なものですか。 

住宅とは、戸建て住宅、長屋、共同住宅、併用住宅で、建築基準法における住

宅に該当すると判断されるものです。 

サービス付高齢者向け住宅や社宅

についても住宅に該当しますか。 

建築基準法上、共同住宅に該当すると判断されるものは住宅に該当します。 

複数の誘導施設を有する建築物は

それぞれの届出が必要ですか。 

複数の誘導施設が１つの建築物に集約されている場合、届出は１つで結構で

す。 

施設の一部に誘導施設を含む複合

施設は届出対象になりますか。 

一部でも誘導施設を有する建築物は届出対象となります。 

３戸以上の建売住宅の建築を異な

る日で着手しますが、建築等行為

の届出の対象になりますか。 

各戸の着手が同時でなくても建売住宅の場合、建築等行為の届出対象となりま

す。 

３区画以上の宅地分譲の場合、建

築等行為も届出の対象になります

か。 

３区画以上の宅地分譲は開発行為の届出の対象ですが、建築等行為については

同じ建築主が３戸以上建築するかどうかで判断します。 
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Q A 

届出書の地目、面積は何に基づき

記載すればよいですか。 

地目は土地登記簿、面積は原則として実測に基づき記載してください。 

届出対象行為の着手とはなにを指

しますか。 

開発行為については造成工事（切土、盛土など）、建築等行為については建築

物本体の工事（新築や増改築等の場合は基礎コンクリート工事（捨コンなど）

の着手を指します。 

以下の行為は着手には該当しません。 

（１）既存建築物の撤去、（２）地盤調査の掘削、（３）ボーリング調査、

（４）地鎮祭、（５）現場の整地（荒造成）、（６）現場の仮囲い、（７）現

場事務所の建設、（８）資材の搬入など 

届け出た行為を変更する場合、手

続きが必要ですか。 

届け出た行為を変更する場合、変更する行為に着手する３０日前までに行為の

変更届出書の提出が必要です。 

住宅や誘導施設を同じ場所に建て

替える場合、届出が必要ですか。 

その場所が居住誘導区域外又は都市機能誘導区域外であるなど、届出が必要な

区域である場合は、同じ場所に建て替えるとしても届出が必要です。 

開発許可申請や建築確認申請と届

出の前後関係は、どのようにすれ

ばよいですか。 

法令上、前後関係の定めはありませんが、届出の主旨が立地の誘導であること

から、開発許可申請や建築確認申請に先立つ届出をお願いします。 

土地利用協議を提出する場合、立

適の届出が必要ですか。 

・居住誘導区域内の宅地開発で土地利用協議を提出される場合、立適の届出の

必要はありません。 

・立適計画区域内（都市計画区域内）で居住誘導区域外の 1,000 ㎡以上の宅地

開発は土地利用協議と立適の届出の対象となります。 

・立適計画区域内（都市計画区域内）の居住誘導区域外の 1,000 ㎡未満の場

合、土地利用協議の提出は不要ですが、３区画以上の宅地開発であれば立適の

届出の対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先 霧島市役所 建設部 都市計画課 都市計画グループ 

〒899-4394 鹿児島県霧島市国分中央三丁目 45 番 1 号 

電話：0995-64-0908 FAX：0995-47-1441 E メール：toshi@city-kirishima.jp 


